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平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部
農 林 水 産 部

事 業 名 中小企業育成促進費（京都版エコノミック・ガーデニング）

予 算 額 １２，６２３，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

芽を出しつつある中小企業等の応援や原材料費の高騰の影響等を受け

る中小企業の経営安定化を支援

２ 事業内容

（１）京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業

ものづくりの試作、開発、設備投資、小売サービスの商品開発を

「パッケージ型」により、中小企業応援隊が伴走型で一体支援

事 業 内 容 （２）伝統産業育成基盤強化事業

伝統産業を継続させる上で欠くことのできない設備の更新に対する

目 的 支援

対 象

方 法 等 （３）商店街リノベーション応援事業

商店街の置かれている状況に応じて、民間活力や外部人材の導入支

援など、抜本的な対策を展開

（４）中小企業経営安定化等支援事業

原油、原材料費の高騰等の影響を受け収益悪化に直面する中小企業

の経営をハード・ソフトの両面から支援

（５）消費税反動減・原材料費高騰対策等緊急金融支援事業

消費増税や原油、原材料高の影響など今後の懸念材料に対する資金

需要に対応するため、中小企業経営安定支援融資を創設

（６）秋の商工・農林水産業祭開催事業

消費を喚起するため開催する物産展を支援し、地域の元気づくりを

創出

産 業 労 働 総 務 課 企画・地域戦略担当 075-414-4819

商業・経営支援課 金融担当 075-414-4822

組合担当 075-414-4826

商業担当 075-414-4836

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課･担当電話番号 075-414-5103

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・産学公連携担当 075-414-4853

染 織 ・ 工 芸 課 染織担当 075-414-4856

工芸担当 075-414-4858

生活産業担当 075-414-4858

農 村 振 興 課 地域活性化担当 075-414-4906

商工労働観光－１



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業費

予 算 額 ４，０２６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

ものづくりの試作、開発、設備投資、小売サービスの商品開発を

「パッケージ型」により、中小企業応援隊が伴走型で一体支援

２ 事業内容

（１）エコノミック・ガーデニング支援強化事業

事業計画段階から本格展開まで一貫支援する補助金を創設し、

中小企業応援隊等が伴走型で一体支援

事 業 内 容

支 援 期 間
事業の立ち上げから実用化まで、企業のステップア

目 的 ップを継続支援

対 象

方 法 等 特 徴 事業計画策定から販路開拓、設備投資まで、あらゆ

る段階からのチャレンジが可能

①一 般 型：新たなサービスの開発等による販路開

支援メニュー
拓活動を支援

②研究開発型：本格的な製品開発を目指す取組を支援

（２）設備投資を促進する融資の創設

「パッケージ型」支援する設備投資促進融資の拡充

融 資 期 間 設備資金 最長１５年（据置１年以内）

融 資 利 率 １．７％（固定金利）

融資限度額 有担保２億円、無担保８，０００万円

商業・経営支援課 金 融 担 当 075-414-4822

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課･担当電話番号 075-414-5103

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・産学公連携担当 075-414-4853

商工労働観光－１－１



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 伝統産業育成基盤強化事業費

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

伝統産業を継続させる上で欠くことのできない設備の更新に対する支援

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的 補助対象者 伝統産業ものづくり中小企業

対 象

方 法 等 伝統産業の裾野の広い関連工程のミッシングリンクの

対 象 内 容 発生等に対応するため、老朽化する設備の新設や更新を

支援

補 助 率 等 １／３以内 （上限 ２，５００千円）

染 織 担 当 075-414-4856

担当課・担当名 染織・工芸課 工 芸 担 当 課･担当電話番号 075-414-4858

生活産業担当 075-414-4858

商工労働観光－１－２



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 商店街リノベーション応援事業費

予 算 額 ６５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

商店街の置かれている状況ごとに民間活力や外部人材の導入支援など、

抜本的な対策を展開

２ 事業内容

（１）商店街の新しいＴＭＯづくり推進事業

民間企業やＮＰＯ、ソーシャルビジネス団体等、外部の団体等の力

を導入し、商店街のＴＭＯ（タウンマネージメント機関）となる「商

事 業 内 容 店街活性化推進体制」を構築し、活性化事業を展開することにより、

商店街の特色づくりを支援

目 的

対 象 ① 民間企業の活用

方 法 等 商業施設の企画運営等のノウハウを持つ事業者の力を導入し、商

店街の総合マネジメントや統一コンセプトによる店舗集中誘致等を

実施

② ＮＰＯ等との連携

ＮＰＯやソーシャルビジネス団体、福祉・農林水産関係等、各種

団体等との連携・協力により、地域コミュニティの核としての商店

街活性化を進める体制づくりを検討するとともにモデル事業を実施

（２）西陣アート＆クラフトセンター（仮称）推進

堀川団地における「アートと交流」を特色とする商店街づくり及び

職・住・販・学一体の工房等伝統産業の新たな発展の拠点を整備

（３）商店街の安心環境整備事業

高齢社会が進展する中、市町村と連携し、安心・安全に配慮した身

近で快適な商店街づくりや、地域住民の安心・安全な生活環境を守る

ための施設・設備等の整備を支援

担当課・担当名
産業労働総務課 企画・地域戦略担当

課･担当電話番号
075-414-4819

商業・経営支援課 商 業 担 当 075-414-4836

商工労働観光－１－３



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業経営安定化等支援事業費

予 算 額 ５００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

原油、原材料費の高騰等の影響を受けている中小企業の経営をハード・

ソフトの両面から支援

２ 事業内容

事 業 内 容 補助対象者 府内に事業所を有する中小企業・組合等

目 的 補 助 率 １／２以内（ ハードは１５％以内）

対 象

方 法 等 補助限度額 １０，０００千円以内

新規取引先獲得や固定費改善につながる取組

補助対象経費
①売上確保・向上につながる取組に要する経費

②固定費削減などに必要な機器更新、内装の改装

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成担当 課･担当電話番号 075-414-5103

商工労働観光－１－４



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 消費税反動減・原材料費高騰対策等緊急金融支援費

予 算 額 ８，０００，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

消費増税や原油、原材料高の影響など、今後の懸念材料に対する中小

企業の資金の円滑化対策として、「消費税反動減・原材料費高騰対策等

緊急融資」を創設

２ 事業内容

事 業 内 容 「消費税反動減・原材料費高騰対策等緊急融資」の概要【府市協調】

目 的 消費増税や原油、原材料高の影響により、

対 象 ①平成２６年４月以降の最近３ヶ月間の売上高

方 法 等 が前年同期に比べ１０％以上減少している中

対 象 者
小企業

②平成２６年４月以降の最近３ヶ月間の原材料

費等が前年同期に比べ１０％以上高騰してお

り、かつ、経営状況が悪化している中小企業

融 資 期 間 運転資金１０年以内（据置期間２年以内）

融資限度額 有担保２億円、無担保８，０００万円

融 資 利 率 年１．９％（固定金利）

担当課・担当名 商業・経営支援課 金融担当 課･担当電話番号 075-414-4822

商工労働観光－１－５



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 秋の商工・農林水産業祭開催事業費

予 算 額 １２，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

消費を喚起するために開催する商工祭・農林水産業祭を支援し、地域

の元気づくりを創出

２ 事業内容

（１）秋の商工祭開催事業

商工会、商工会議所等が地域の消費喚起のため開催する物産展等を

事 業 内 容 支援

目 的 時 期：平成２６年１０月頃

対 象 開催回数：２回

方 法 等 内 容：食品やスイーツ、工芸品など地域の特色を生かした特産

品の販売、ステージイベントの実施 等

（２）秋の農林水産業祭開催事業

丹後あじわいの郷（北部会場）及び京都府南部総合地方卸売市場

（南部会場）で、地域の特産物等の販売、ＰＲを行う秋の農林水産業祭

を開催

時 期：平成２６年９～１０月

開催回数：各１回

内 容：農林水産物、加工品等の販売、食に係る体験の実施 等

担当課・担当名 商業・経営支援課 組合担当 課･担当電話番号 075-414-4826

農 村 振 興 課 地域活性化担当 075-414-4906

商工労働観光－１－６



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 「企業の森」支援事業費

予 算 額 １０１，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

歴史や文化、大学集積など京都の豊かな資源を活かし、様々な業種に

よるグループ形成を通じた研究開発を支援

２ 事業内容

（１）京都「企業の森」市場創出推進

事 業 内 容 【異業種グループが行う市場調査、試作等の支援】

目 的 ・中小企業、大学、行政等で結成する異業種グループが

対 象
対象事業

行う市場調査、試作等

方 法 等 ・企画策定、実現可能性検討、共同試作、共同ネットワ

ーク構築等

以下の全ての条件を満たす異業種グループ

補助要件 ①府内の中小企業・大学等が１／２以上を占めること

②目的を持った３事業者以上の中小企業が結成するもの

支援内容 補助額の上限 1,500千円以内

【地域産業育成産学連携の推進】

産・学及び国が加わったチームの組成・技術開発計画づくりを支援

し、大学等研究機関のシーズや中小企業の技術力等を活かした本格的

な産学連携プロジェクトを創出

（２）京都「企業の森」応援事業

中小企業の商品開発を支える中小企業技術センター及び織物・機械

金属振興センターの検査機器の充実

・３Ｄスキャナー（中小企業技術センター）

・３Ｄプリンター（織物・機械金属振興センター）

ものづくり振興課 中小企業育成担当 075-414-5103

担当課・担当名
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・産学公連携担当

課･担当電話番号
075-414-4853

中小企業技術センター 総 務 課 075-315-2811

織物・機械金属振興センター 企画連携課 0772-62-7401

商工労働観光－２



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 伝統産業ルネッサンス支援事業費（一部再掲）

予 算 額 ６８，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

依然として厳しい状況にある伝統産業の新時代を拓く活動を支援

２ 事業内容

（１）「琳派」商品開発支援事業

琳派をテーマにマーケットクリエイターと中小企業・業界団体等

が協働して行う商品開発への支援

・協働プロジェクトの支援（１０プロジェクト程度）

事 業 内 容 ・マッチング会の開催

目 的 （２）文化財修復拠点構築事業

対 象 推進協議会による新光悦村人材育成拠点や修復ワンストップ相談

方 法 等 窓口等の実現に向けた取組を支援

＜推進協議会＞

構 成：博物館・美術館、文化財修理団体、伝統工芸団体、大学

等教育機関、行政等

内 容：課題解決に向けた研究会の開催

チーム体制による実践的な取組の推進

（３）西陣アート＆クラフトセンター（仮称）推進【再掲】

職・住・販・学一体の工房等伝統産業の新たな発展の拠点を整備

・西陣アート＆クラフトセンター（仮称）等基本構想策定

伝統産業の新時代を拓く拠点整備のための基本構想を策定

し、堀川団地エリアの店舗・工房機能のメネジメント手法につ

いて検討する

・堀川“＋（プラス）アート”プロジェクト推進

「アートと交流」による新たな商店街づくりに向けて、職人

やアーティスト、商店、住民等のグループによる堀川地域の資

源を活かした取組を推進

産業労働総務課 企画・地域戦略担当 075-414-4819担当課・担当名
染 織 ・ 工 芸 課 工芸担当

課･担当電話番号
075-414-4858

商工労働観光－３



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

文 化 環 境 部
商工労働観光部

事 業 名 文化戦略事業費（琳派４００年記念関連事業費）（一部再掲）

予 算 額 １３２，７００千円 新規・継続の別 一部新規

１ 趣 旨

平成２７年の琳派４００年を伝統産業浮揚のチャンスと捉え売れる商

品づくりを進めるとともに、オール京都で琳派４００年を盛り上げるイ

ベント展開や観光誘客につながる取組を推進

２ 事業内容

（１）琳派４００年記念祭開催事業

事 業 内 容 京都を琳派一色にするために、オール京都体制で琳派４００年記念

目 的 事業を切れ目無く実施

対 象

方 法 等 （２）「琳派」商品開発支援事業【再掲】

琳派をテーマにマーケットクリエイターと中小企業・業界団体等が

協働して行う商品開発、マーケット創出への支援

（３）琳派地域活性化応援事業

・「琳派」饗宴プロジェクションマッピングイベント開催事業

「琳派」をテーマにしたプロジェクションマッピングイベントの開

催に対する助成

・商店街等「琳派」４００年事業

産地組合、商店街等各業界が「琳派」をテーマに実施する取組への

支援

・「琳派」観光誘客促進事業

府域の「琳派」ゆかりの観光資源を発掘し、現代の新しい観点を交
えて発信することにより、観光誘客を促進

文化芸術振興課 芸 術 担 当 075-414-4218
産業労働総務課 企画・地域戦略担当 075-414-4819

担当課・担当名 商業・経営支援課 商 業 担 当 課･担当電話番号 075-414-4836
染 織 ・ 工 芸 課 工 芸 担 当 075-414-4858
観 光 課 地 域 観 光 担 当 075-414-4841

商工労働観光－４



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

文化環境部

事 業 名 琳派４００年記念祭開催費

予 算 額 １７，７００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

京都で生まれた世界に誇る至高の美「琳派」に光をあて、京都の文化の力

を内外に示すため、日本画・工芸作家や著名人等幅広い人々の参加を得て、

「琳派４００年（２０１５年）」を盛り上げる取組を進める

事 業 内 容 ２ 内 容

目 的 （１）～琳派400年記念～「現代作家200人による日本画・工芸展」

対 象

方法等 日本芸術院会員など一流作家による日本画家協会・工芸作家協会の初

コラボ展の開催準備支援 （京都文化博物館でＨ27.4～5開催）

（２）琳派連続フォーラムの開催（H26.11～H27.3）

各界著名人が参画、展示・パフォーマンスなどを含む「魅せる」フォ

ーラム

（３）「琳派４００年」のＰＲ、気運の醸成

担当課名 文化芸術振興課 芸術担当 課・担当 電話番号 075-414-4218

商工労働観光部－４－１



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 「琳派」商品開発支援事業費

予 算 額 ５２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

琳派をテーマにマーケットクリエイターと中小企業・業界団体等が協

働して行う商品開発・マーケット創出への支援

２ 事業内容

（１）協働プロジェクトの支援

中小企業・業界団体等とマーケットクリエイターとが協働契約を

結ぶことによる商品開発・市場開拓の取組を支援

（１０プロジェクト程度）

事 業 内 容

目 的 補 助 率 １／２以内 （上限５，０００千円）

対 象

方 法 等 専門家謝金、専門家旅費、会議室使用料、原材

補助対象経費 料費、工賃（人件費）、通信連絡費、資料作成

費等

（２）マッチング会の開催等

マーケットクリエイターと中小企業・業界団体等とのマッチング

会の開催等

担当課・担当名 産業労働総務課 企画・地域戦略担当 課･担当電話番号 075-414-4819

染織・工芸課 工芸担当 075-414-4858

商工労働観光－４－２



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 「琳 派 」 地 域 活 性 化 応 援 事 業 費

予 算 額 ６３，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

琳派をテーマに実施する地域を活性化させる取組を支援

２ 事業内容

（１）「琳派」饗宴プロジェクションマッピングイベント開催事業

琳派をテーマにしたプロジェクションマッピングイベントを開催す

る民間団体等の取組を支援

【補助率１／２】

事 業 内 容 （２）商店街等「琳派」４００年事業

目 的 産地組合、商店街等各業界が「琳派」をテーマに実施する取組を

対 象 支援することにより、業界全体の活力を向上

方 法 等

補助対象者 府内商店街、商工会及び伝統産業の産地組合・団体等

補 助 対 象 ・琳派に関する展示会やイベントの開催

事 業 ・琳派をテーマとしたグッズの制作 等

補 助 率 １／２以内

（３）「琳派」観光誘客促進事業

府域の「琳派」ゆかりの観光資源を発掘し、雑誌社の取材による現

代の新しい観点を交えた特集記事の掲載等により、琳派の魅力を発信

し観光誘客を図る

商業・経営支援課 商業担当 075-414-4836

担当課・担当名 染 織 ・ 工 芸 課 工芸担当 課･担当電話番号 075-414-4858

観 光 課 地域観光担当 075-414-4841

商工労働観光－４－３



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都物流新時代構想推進費

予 算 額 １９，８００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

海外市場開拓、外資企業誘致等を促進するための基盤を整備し、京都

が近畿圏の物流拠点となるよう取組を推進

２ 事業内容

（１）物流拠点及び物流ネットワーク構築検討事業

京都縦貫道の全線開通に併せた府南部・北部の物流拠点及びネット

ワークの構築に向けた検討

事 業 内 容 ① 物流懇話会（仮称）の開催

② 構 成

目 的 学識経験者、陸運、海運、港湾、倉庫、物流団体、経済団体等

対 象

方 法 等 （２）新規国際航路開設事業

新しい韓国航路の開設に向けたトライアルを支援

（３）京都グローバル戦略プロジェクト事業

ジェトロ京都事務所の開設にあわせて、海外市場開拓支援及び外資

企業誘致を強化

① ジェトロ京都事務所の開設

・設置時期 平成２６年秋頃

② Ｒ＆Ｄ型企業誘致推進

ジェトロと連携したＲ＆Ｄ型を中心とした外資系企業の誘致を積

極的に推進し、府内中小企業との共同研究開発等によるものづくり

産業の活性化を図るため外資誘致推進員を配置

産業労働総務課 企画・地域戦略担当 075-414-4819

担当課・担当名
産業立地課 産業立地担当

課･担当電話番号
075-414-4848

海外経済課 港湾経済担当 075-414-4844

海外ビジネス支援担当 075-414-4840

商工労働観光－５



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都イノベーションベルト構想推進費（一部再掲）

予 算 額 １７８，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都市域からけいはんな学研都市に至る地域において、ベンチャーか

ら中小企業、大学等研究機関など様々な関係者が連携して、新たな産業

展開を図り、京都経済を牽引する「京都イノベーションベルト構想」を

推進

２ 事業内容

（１）地域産業育成産学連携推進【再掲】

事 業 内 容 産・学及び国が加わったチームの組成・技術開発計画づくりを支援

し、大学等研究機関のシーズや中小企業の技術力等を活かした本格的

目 的 な産学連携プロジェクトを創出

対 象

方 法 等 （２）中小企業Ｒ＆Ｄ支援事業

健康医療、グリーン分野などにおいて、中小企業が市場化を見据え

て取り組む、試作段階から応用・実用化、生産技術開発までのＲ＆Ｄ

（Research＆ Development、研究開発）を支援

（３）Ｒ＆Ｄ型企業誘致推進【再掲】

ジェトロと連携したＲ＆Ｄ型を中心とした外資系企業の誘致を積極

的に推進し、府内中小企業との共同研究開発等によるものづくり産業

の活性化を図るため外資誘致推進員を配置

ものづくり振興課 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･産学公連携担当 075-414-4853

担当課・担当名 産 業 立 地 課 産 業 立 地 担 当 課･担当電話番号 075-414-4848

海 外 経 済 課 海外ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援担当 075-414-4840

商工労働観光－６



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 みやこ構想セカンドステージ加速化推進事業費

予 算 額 ２１８，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

みやこ構想セカンドステージの加速化に向け、みやこ構想を推進する

中小企業者の設備投資や農林漁業者の施設整備を促進

２ 事業内容

ものづくり系７構想 都市農村交流系４構想

事 業 内 容

対 象 者 製造業、情報通信業者 農林漁業者

目 的

対 象
対象事業 生産、研究開発のための設備

農家民宿・レストラン等の

方 法 等 開設のための設備

１５％（中堅企業は１０％） １／２以内

補助率等 上限 30,000千円 上限 3,000千円

下限 1,000千円

・丹後・食の王国構想 ・丹後・食の王国構想

・北京都ものづくり拠点構想 ・由良川里山回廊構想

対象となる ・新京都伝統工芸ビレッジ構想 ・京都丹波「食と森の緑の

構 想 ・京都クロスメディア構想 交流の都」構想

・知恵産業首都構想 ・宇治茶の郷づくり構想

・学術研究・未来の都構想

・環境・アグリバイオ構想

担当課・担当名
ものづくり振興課 中小企業育成担当

課･担当電話番号
075-414-5103

農 村 振 興 課 企 画 管 理 担 当 075-414-5036

商工労働観光－７



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 「京の老舗表彰」百年企業顕彰費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都府内において、同一業種で１００年以上にわたり堅実に家業の

理念を守り伝統の技術や商法を継承し、他の企業の模範となってきた

企業を顕彰し、その永年の経営努力を顕彰

２ 事業内容

事 業 内 容 （１）表彰対象

目 的 大正３年６月１９日以前に創業し、現在に至るまで同一業種で経営

対 象 する企業

方 法 等

（２）対象業種

建設業、製造業、運輸・通信業、卸売・小売業、飲食店、金融・保

険業、不動産業、サービス業(風俗営業（お茶屋業を除く）、娯楽業(映

画業を除く)、医療業・保健衛生、宗教、教育、自由業等を除く)

（３）表彰時期

平成２７年１～２月予定

（４）表彰実績

累計 １，８３５社

担当課・担当名 染織・工芸課 生活産業担当 課･担当電話番号 075-414-4858

商工労働観光－８



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ものづくり技術応援事業費

予 算 額 ２０７，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

中小企業の製品開発に欠かせない試験機器を中小企業技術センター及

び織物・機械金属振興センターに整備し、中小企業の研究開発等技術力

向上を支援

２ 事業内容

事 業 内 容

研究開発に必要なものづくり支援機器を整備

目 的 製品開発に欠かせない試験機器を整備し、中小企業の研究開発等技

対 象 術力の向上を支援

方 法 等

＜支援機器例＞

【中小企業技術センター】

・パワ－デバイス等の先端機器を評価する試験機器 等

【織物・機械金属振興センター】

・撚糸技術を活かした加工糸や複合織物の開発を支援する機器 等

担当課・担当名
中小企業技術センター 総 務 課

課･担当電話番号
075-315-2811

織物・機械金属振興センター 企画連携課 0772-62-7401

商工労働観光－９



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 正規雇用転換促進事業費

予 算 額 ８２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

北部地域や非正規雇用率の高い小売・商業、サービス業など、地域や

業種の特性に応じた求職者向け訓練、在職者（非正規）向け研修等を実

施し、正規雇用を促進

２ 事業内容

（１）求職者向け対策

①雇用型訓練

若年求職者を一定期間雇用し、意識改革研修や企業での実践研修等

事 業 内 容 により、小売・商業、サービス業等の担い手となる人材を育成

・対 象 者：３０人（うち北部１０人程度）

目 的 ・研修期間：４ヶ月

対 象 ②マッチング

方 法 等 小売・商業、サービス業等に特化した人財確保セミナー、合同企業

説明会を実施

（２）在職者（非正規）向け対策

①リーダー養成型

小売・商業、サービス業等で働く非正規雇用者（店舗等で働く店長

及び幹部候補）にリーダー養成研修を実施し、正規雇用化を促進

・対 象 者：４０人

・研修期間：４ヶ月

②スキルアップ型

企業が非正規雇用者を正規雇用化するための人材育成（研修、資格

取得等）の取組に要する経費を助成

・補 助 率：１／２以内（上限３０万円）

３ 事業効果

２１０名の正規雇用を創出

総 合 就 業支 援 室 京都ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸ担当 075-682-8913

担当課・担当名 労働・雇用政策課 雇 用 企 画 担 当 課･担当電話番号 075-414-5085

人 づ く り推 進 課 人づくり推進担当 075-414-4872

商工労働観光－１０



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 若者等就職支援条例（仮称）検討費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都の未来を担う若者の成長をオール京都で実現するため、「若者

等就職支援条例（仮称）」の制定に向けて検討を実施

事 業 内 容 ２ 事業内容

公・労・使の代表者をはじめ、教育機関、ＮＰＯ等の民間委員等で

目 的 構成する検討委員会を設置し、４年間で正規雇用３万人の創出に向け、

対 象 若者の就労をオール京都で支援する条例案を検討
方 法 等

担当課・担当名 労働・雇用政策課 雇用企画担当 課･担当電話番号 075-414-5085

商工労働観光－１１



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 緊急雇用対策事業費（一部再掲）

予 算 額 １１３，０００千円 新規・継続の別 継続（一部新規）

１ 趣 旨

京都府緊急雇用対策基金を活用して、求職者及び非正規の在職者に対

する正規雇用対策を実施するととともに、地域の課題に対応した人材育

成を推進

２ 事業内容

（１）正規雇用転換促進事業

① 求職者向け対策

・若年求職者を一定期間雇用し、意識改革研修や企業での実践研修

等により、小売・商業、サービス業等の担い手となる人材を育成

事 業 内 容 ・小売・商業、サービス業等に特化した人財確保セミナー、合同企

業説明会を実施

目 的 ② 在職者（非正規）向け対策

対 象 ・小売・商業、サービス業等で働く非正規雇用者（店舗等で働く店

方 法 等 長及び幹部候補）にリーダー養成研修を実施し正規雇用化を促進

（２）地域課題対応型人材育成事業

① 「京の公共人材」未来を担う人づくり推進事業

・ＮＰＯ法人等の運営基盤の安定等を図るため、地域における公共

の中核的な担い手となる人材を育成し、若者の雇用を促進

② 元気な高齢者の社会参加促進事業

・高齢者が、地域の支え手として活躍し続けることのできる社会を

構築するため、高齢者に対するスキル習得研修等を実施

③ 市町村事業

・地域の課題に応じた人材を育成し、地域における雇用を促進

３ 事業効果

約１７０名の正規雇用等を創出

担当課・担当名 人づくり推進課 人づくり推進担当 課･担当電話番号 075-414-4872

商工労働観光－１２



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 国内観光誘客促進事業費（一部再掲）

予 算 額 １３，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府内各地において、自然・風土、伝統文化等多様な観光資源を掘り起

こし、民間企業と連携した観光誘客事業の支援等を実施

２ 事業内容

（１）「森の京都」魅力再発見・発信事業

府中部地域の森にまつわる観光資源を掘り起こし、民間事業者と連

携した共同企画事業を実施

事 業 内 容 （２）「お茶の京都」魅力再発見・発信事業

府南部地域のお茶にまつわる観光資源を掘り起こし、民間事業者と

目 的 連携した共同企画事業を実施

対 象

方 法 等

（３）「新しい京の旅」創造事業

平成２５年度の「にそと」開通や平成２６年度の京都縦貫自動車道

全線開通を契機とした、府域の豊富な観光資源を活かした府内各地の

魅力を満喫できる新たな観光誘客事業を支援

（４）「琳派」観光誘客促進事業

府域の「琳派」ゆかりの観光資源を発掘し、雑誌社の取材による現

代の新しい観点を交えた特集記事の掲載等により、琳派の魅力を発信

し観光誘客を図る

担当課・担当名 観 光 課 地域観光担当 課･担当電話番号 075-414-4841

商工労働観光－１３



平成２６年度６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ミラノ国際博覧会「和食」発信事業費

予 算 額 ３，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

平成２７年に開催されるミラノ国際博覧会において、和食をはじめと

した京都の食文化等を世界に発信することにより、京都への観光客誘致、

産業の振興を図る

２ 事業内容

オール京都で実行委員会を立ち上げ、日本館のステージ、ワーク

ショップスペース等を活用した京都の食文化をＰＲするための企画等

を実施

事 業 内 容

【ミラノ国際博覧会の概要】

目 的 ・名 称 ２０１５年ミラノ国際博覧会

対 象 ・会 期 平成２７年５月１日～１０月３１日（１８４日間）

方 法 等 ・開催地 イタリア共和国ミラノ市郊外

・テーマ 地球に食料を、生命にエネルギーを

・参加国 １４０ヶ国

・入場者 ２，０００万人（想定）

【日本館の概要】

・出展テーマ 「Harmonious Diversity－共存する多様性－」

・メインメッセージ

「日本の農林水産業や食を取り巻く様々な取り組み、『日本食』

や『日本食文化』に詰め込まれた様々な知恵や技が、人類共通

の課題解決に貢献するとともに多様で持続可能な未来の共生社

会を切り拓く」

・幹 事 省 農林水産省、経済産業省

副幹事省 国土交通省

参加機関 日本貿易振興機構（ジェトロ）

・参加自治体・団体 ２６自治体１３団体（予定）

担当課・担当名 観 光 課 広域観光担当 課･担当電話番号 075-414-4879

商工労働観光－１４


